
 

長岡京市保育料に関する規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「支援

法」という。）に規定する支給認定を受け、特定教育・保育施設を利用する児童の保

育料について必要な事項を定めるものとする。 

（保育料） 

第２条 長岡京市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例（平成２６年長岡京市条例第６号）第１３条及び第４３条の規定に基づ

き保護者が支払う額（以下「保育料」という。）は、別表の保育料徴収基準額表（以

下「基準額表」という。）による。 

２ 市長は、保育所において保育の実施を行ったときは、支援法附則第６条第４項又

は長岡京市保育所設置条例（昭和４２年長岡京市条例第７号）第３条の規定に基づ

き、その保護者から保育料を徴収する。 

（保育料の決定） 

第３条 市長は、教育・保育の実施を決定したとき、児童の属する世帯について基準

額表に掲げる階層区分の認定を行い、当該認定に係る階層区分に応じ、保育料の額

を決定する。 

２ 市長は、特別の理由があると認めるときは、保育料の額を変更することができる。 

３ 市長は、前２項の規定に基づき保育料の額を決定し、又は変更したときは、保育

料決定通知書（別記様式第１号）又は保育料変更通知書（別記様式第２号）により

その保護者に通知するものとする。 

（保育料の納付） 

第４条 保育所又は公立幼稚園若しくは公立認定こども園を利用する児童に係る保育

料は、保育料納付書兼領収証書（別記様式第３号）により毎月末日までに納付しな

ければならない。ただし、１２月については２８日を納期限とし、納期限が日曜日、

土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日又

は１月２日、１月３日若しくは１２月２９日から１２月３１日までの日（以下これ

らを「日曜日等」という。）に当たるときは、その日後においてその日に最も近い

日曜日等でない日を納期限とする。 

（保育料の延納等） 

第５条 保育料の納付が特別の理由により困難であって、保育料の延納及び減免を受

けようとする者は、保育料延納・減免申請書（別記様式第４号）を市長に提出しな

ければならない。 

目的 

対象 事務の根拠 



 

２ 保育料の算定に当たり、みなし寡婦（寡夫）控除を受け保育料の減免を受けよう

とする者は、保育料延納・減免申請書及び戸籍全部事項証明書（戸籍謄本）を市長

に提出しなければならない。 

３ 市長は、前２項の規定による申請があった場合で必要があると認めるときは、そ

の一部又は全部を減免し又は延納させることができる。 

 （その他） 

第６条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

別表（第２条関係） 

１ 保育料徴収基準額表（１号認定） 

階

層

区

分 

定    義 保育料の額 

Ａ 生活保護法による被保護世帯又は里親世帯 円 

0 

Ｂ 市民税非課税世帯 
0 

Ｃ 市 
民 

税 

課 

税 

世 

帯 
C1 均等割のみ課税世帯 

0 

所 

得 

割 

課 

税 

世 

帯 

 

C2 10,000 円未満の世帯 
1,400 

C3 10,000 円以上 29,000 円未満の世帯 
2,800 

C4 29,000 円以上 48,600 円未満の世帯 
5,300 

C5 48,600 円以上 58,000 円未満の世帯 
7,800 

C6 58,000 円以上 70,000 円未満の世帯 
9,600 

C7-1 70,000 円以上 77,101 円未満の世帯 
12,400 



 

C7-2 77,101 円以上 97,000 円未満の世帯 
15,500 

C8 97,000 円以上 106,000 円未満の世帯 
17,700 

C9 106,000 円以上 134,000 円未満の世帯 
20,300 

C10 134,000 円以上 187,000 円未満の世帯 

20,500 
C11-1 187,000 円以上 211,201 円未満の世帯 

C11-2 211,201 円以上 248,000 円未満の世帯 

21,800 

C12 248,000 円以上 301,000 円未満の世帯 

C13 301,000 円以上 351,000 円未満の世帯 

C14 351,000 円以上 397,000 円未満の世帯 

C15 397,000 円以上の世帯 

２ 保育料徴収基準額表（２号認定及び３号認定） 

階

層

区

分 

定義 3歳児未満 3歳児 4歳児以上 

標準時

間 

短時間 標準時

間 

短時間 標準時

間 

短時間 

A 生活保護法による被保護世帯又は里

親世帯 

円 

0 

円 

0 

円 

0 

円 

0 

円 

0 

円 

0 

B 市民税非課税世帯 

4,400 4,400 4,100 4,100 3,500 3,500 

C 市民 C1 
均等割のみ課税世帯 9,100 8,900 7,300 7,100 6,900 6,700 

事務の根拠 

事務の根拠 



 

税課

税世

帯 

所得

割課

税世

帯 

C2 
10,000円未満の世帯 11,300 11,100 9,300 9,100 8,900 8,700 

C3 10,000円以上29,000

円未満の世帯 
12,900 12,600 11,200 11,000 10,600 10,400 

C4 29,000円以上48,600

円未満の世帯 
16,400 16,100 14,400 14,100 13,800 13,500 

C5 48,600円以上58,000

円未満の世帯 
20,500 20,100 17,600 17,300 16,900 16,600 

C6 58,000円以上70,000

円未満の世帯 
24,400 23,900 20,900 20,500 19,500 19,100 

C7 70,000円以上97,000

円未満の世帯 
28,900 28,400 23,600 23,100 22,600 22,200 

C8 97,000円以上106,000

円未満の世帯 
35,500 34,800 26,000 25,500 24,900 24,400 

C9 106,000円以上

134,000円未満の世帯 
39,800 39,100 28,500 28,000 27,500 27,000 

C10 134,000円以上

187,000円未満の世帯 
44,500 43,700 30,100 29,500 28,800 28,300 

C11 187,000円以上

248,000円未満の世帯 
50,600 49,700 32,300 31,700 29,900 29,300 

C12 248,000円以上

301,000円未満の世帯 
55,300 54,300 34,500 33,900 31,000 30,400 

C13 301,000円以上

351,000円未満の世帯 
60,000 58,900 36,000 35,300 32,000 31,400 

C14 351,000円以上

397,000円未満の世帯 
62,900 61,800 36,800 36,100 32,300 31,700 

C15 
397,000円以上の世帯 65,000 63,800 37,500 36,800 32,400 31,800 

備考 

１ １の表において、同一世帯で小学校３年生以下の児童が２人以上小学校に通

学し、又は保育所、家庭的保育事業等、幼稚園、認定こども園、特別支援学校

幼稚部、情緒障害児短期治療施設通所部（以下これらを「教育・保育施設等」

という。）若しくは児童発達支援及び医療型施設通所部（以下「発達支援施設等」



 

という。）を利用している場合は、小学校３年生以下の年長の児童から順に２人

目の児童に係る保育料の額は表に掲げる額の半額、３人目以降の児童に係る保

育料の額は０円とする。  

２ 前項の規定にかかわらず、１の表において市町村民税所得割額が７７，１０

１円未満の世帯にあっては、第二子の児童に係る保育料の額は表に掲げる額の

半額、第三子以降である児童に係る保育料の額は０円とする。 

３ ２の表において、同一世帯で２人以上の児童が教育・保育施設等又は発達支

援施設等を利用している場合は、当該児童のうち年長の児童から順に２人目の

児童に係る保育料の額は表に掲げる額の半額、３人目以降の児童に係る保育料

の額は０円とする。 

４ 前項の規定にかかわらず、２の表において市町村民税所得割額が５７，７０

０円未満の世帯にあっては、第二子の児童に係る保育料の額は表に掲げる額の

半額、第三子以降の児童に係る保育料の額は０円とする。 

５ 保育料の額の決定におけるこの表の適用については、４月分から８月分まで

については前年度分、９月分から３月分までについては当該年度分市町村民税

所得割課税額における税額控除前の税額とする。  

６ 各月１５日までの退所（園）児童及び各月１６日からの入所（園）児童につ

いては、この表の徴収額の２分の１の額とする。  

７ この表の「里親世帯」とは、支給認定保護者が児童福祉法（昭和２２年法律

第１６４号）第６条の４第１項に規定する里親である世帯をいう。  

８ 児童の属する世帯が次に掲げる世帯であって、市町村民税所得割額７７，１

０１円未満の世帯である場合の徴収額は、表に掲げる額の半額とする。この場

合において、児童が第２子以降である場合又は２の表において階層区分がＢと

認定された世帯の場合は、０円とする。  

⑴ 「母子世帯等」…母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２

９号）に規定する配偶者のない女子又は男子で現に児童を扶養しているもの

の世帯 

⑵ 「在宅障がい児（者）のいる世帯」…次に掲げる児（者）を有する世帯を

いう。 

① 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条に規定する身

体障害者手帳の交付を受けた者  

② 療育手帳の交付に関する規則（平成１２年京都府規則第１０号）に定め

る療育手帳の交付を受けた者  

③ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）

に定める特別児童扶養手当の支給対象児、国民年金法（昭和３４年法律第



 

１４１号）に定める国民年金の障害基礎年金の受給者  

⑶ 「その他の世帯」…特に困窮していると市長が認めた世帯  

９ 京都府第３子以降保育料無償化事業費補助金交付要綱に基づき、満１８歳未

満の児童（１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者を含

む。）が３人以上いる世帯であって次に掲げる世帯については、第三子以降の

児童の保育料額は０円とする。 

  ⑴ １の表において、市町村民税所得割額２１１，２０１円未満の世帯  

⑵ ２の表において、市町村民税所得割額１６９，０００円未満の世帯 

１０ 長岡京市保育所規則（平成２８年長岡京市規則第 号。以下「規則」とい

う。）第３条第３号の規定により延長保育を実施する児童については、次の

表の金額を加算する。 

階層区分 午後7時まで 午後7時30分まで 

A 円 

0 

円 

0 

B 1,000 2,000 

C1からC4まで 2,000 4,000 

C5からC15まで 3,000 6,000 

１１ 公立保育所において、規則第２条第１項第２号の規定により一時的な保育

を実施する場合の保育料は次の表による。 

（日額） 

階層区分 0～2歳児 3～5歳児 

午前9時から

正午まで 

午前9時から

午後5時まで 

午前9時から

正午まで 

午前9時から

午後5時まで 

A 円 

0 

円 

0 

円 

0 

円 

0 

B 0 0 0 0 

C1からC4まで 900 1,800 800 1,500 

C5からC15まで 1,200 2,400 1,000 2,000 

事務の根拠 



 

別記様式第１号（第３条関係） 

 

 

 

 

１ この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以

内に市長に対して審査請求をすることができます。 

２ この決定についての取消しの訴えは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に長岡京市（訴訟において市を代表する者は市長となります。）を被告として、裁判所

に処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、決定のあった日から１年を経過する

と処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。 

  なお、第１項の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決

があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。 



 

別記様式第２号（第３条関係）  

 

 

１ この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以

内に市長に対して審査請求をすることができます。 

２ この決定についての取消しの訴えは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に長岡京市（訴訟において市を代表する者は市長となります。）を被告として、裁判所

に処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、決定のあった日から１年を経過する

と処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。 

  なお、第１項の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決

があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。 



 

別記様式第３号（第４条関係）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別記様式第４号（第５条関係）  

 

保 育 料 延 納 ・ 減 免 申 請 書 

 

 

  長岡京市長    様 

 

  下記のとおり、保育料の延納・減免を受けたいので申請いたします。  

ふ り が な   

児 童 名   

生 年 月 日     年    月    日 生 

保育所 (園 )名  保育所(園) 現行保育料  月額      円 

申 請 区 分 延    納  ・  減    免 

延 納 期 間 
    年  月  日から 

    年  月  日まで 
減免申請額  月額      円 

理 由  

  

  

  

  

  

  

   

      年  月  日 

  住所 長岡京市                

 

 保護者名                 印 


